
「家族経営の中小企業を次世代へ：事業承継と成長戦略」

水戸公著「家の論理」を起点に中小企業の事業承継と成長戦略とを考える

菊池孝太郎税理士事務所 税理士 菊池孝太郎



自己紹介

菊池孝太郎（きくちこうたろう）

広島県出身 １967.8.11生まれ 3人の娘の父

 1991年アメリカニューメキシコ州に語学留学

 1993年修道大学大学院経営学修了

 1996年広島経済大学大学院財政学修了

 2001年に税理士開業、有限会社みらい経営マネージメント設立

 父が創立した国際写真㈱をコンサル会社として事業承継

 ㈱アクシアクリエーション代表取締役ほか多くの企業の役員を務める

 イタリア王家サヴォイヤ家諸騎士団所属

 日本ジャーナリスト協会会員
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「広島に生まれたからには世界平和に貢献す
る」をモットーに、ウクレレで世界平和プロ
ジェクトほか、ハワイと日本のビジネスリー
ダー育成支援など忙しい毎日を送る



０・日本の中小企業の問題点①
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問題点 主な課題 優先度

事業承継 後継者不足、計画不備、税制活用不足 ◎

人手不足 若年層の確保、賃金低迷、労働環境の改善 〇

資金繰り 銀行依存、利益率減少、ｺｽﾄﾌﾟｯｼｭによる原価高 〇

DXの遅れ IT投資不足、人材不足、レガシーシステム問題 ◎

競争力の低下 国内市場の縮小、海外進出の難しさ 〇

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの停滞 新規事業展開困難、協業不足、革新性の欠如 ◎

経営者の問題 経営能力の欠如、若手育成不足、高齢化 ◎

環境問題 ESG経営の遅れ、脱炭素対応 △

菊池孝太郎税理士事務所調べ



０・日本の中小企業の事業承継に関する問題点②
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帝国データバンク全国「後継者不在率」動向調査（2024年）2024年版「中小企業白書」第3章中小企業・小規模事業者の現状



１．「家の論理」の核心概念

①継続性と世代継承 ＝ 長期的視点の経営

家族は代々の絆を大切にし、長期的な視点で物事を考える傾向がある。これが企業経営にも短期的な利益だ

けでなく、将来への投資や長期的な安定性を重視する日本企業の特徴である

②忠誠と集団主義＝倫理と人間性の重視

「家」の中では、家族間の忠誠心や信頼関係が非常に重要。日本企業においても、社員同士や経営陣と従業員

の間に、家族的な絆や義理・人情が働いており、従業員の献身的な働きに繋がる

③内部結束と外部排他＝独特な組織文化の形成

一方で、家族内の強固な結束は、外部の異質な意見や革新的な考えに対して閉鎖的になりやすい側面も持っ

ています。組織内での縦社会や形式的な上下関係を生み出し、変化への抵抗や閉鎖性を助長する可能性。
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『家の論理』は、経営学者・三戸 公（みと ただし）が提唱した、日本独自の経営・組織論の中核をなす概念

日本社会では、古来より家族（家＝いえ）を基本単位とする価値観が継承され、企業や組織も伝統的「家」の論理を引き
継いでいると指摘。『家の論理』は、企業だけでなく、より良い社会づくりの視点（社会貢献）も提案している。



「家の論理」のより良い社会づくりの視点

①伝統と革新の融合

伝統的な「家」の価値を尊重しつつ、外部の新しい知見や革新的なアイデアを受け入れる柔軟性を

育むことが持続可能な企業活動を可能にする。

②倫理的経営と社会的責任

経営における倫理や人間性を重視することは、企業活動が地域社会や国全体の福祉に直結する

という意識を高める。これにより、企業は社会の一員としての責任を果たし、より公平で持続可能な

社会の実現に寄与する。

③組織の柔軟性向上

家族的な閉鎖性による硬直性を克服するためには、内部コミュニケーションの改革や、オープンな意

見交換の場を設けることが必要。従業員一人ひとりが自らの能力を発揮し、組織全体が変化に対

応できる仕組みを提唱。
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２．企業の在り方に対する日本と欧米の比較
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日本企業 欧米企業

経営の目的（経営理念） 社会のため・会社の持続性 顧客満足・株主利益の最大化

重視する価値（社是） 社会貢献・長期的発展 顧客・市場競争・株主価値

表現・行動（行動指針） 抽象的で精神的な要素を含む シンプルな表現・具体的結果

トヨタ自動車: 「トヨタはモビリティカンパニーとして、人々の幸せを支える。」
パナソニック: 「企業は社会の公器である。」（松下幸之助の哲学）

Apple: 「To bring the best user experience to customers through innovative hardware, software, 
and services.（革新的なハード・ソフト・サービスで最高のユーザー体験を提供する）」
Amazon: 「To be Earth's most customer-centric company.（地球上で最も顧客中心の企業になる）」

＜経営理念の事例比較＞



３．事業承継のための次世代成長戦略のポイント

１．経営マインドのグレートリセット

国家体制の変化、資本主義経済の限界、マスコミなど情報統制や教育
の低下に起因する洗脳社会から脱却し、既得権、既存の体制、経営の在
り方を一度リセットして考える。

２．経営理念の再構築と革新の融合（CSRからCSV）
経営者の抽象度を上げ、自社の事業内容と社会課題解決を分離しない経
営CSV経営AI時代に適応する新たな戦略やビジョンを積極的に取り入れ、
業務効率化や市場競争力の強化を図る。

３．計画的な後継者育成と多様なスキル習得
経営に関する伝統的な知識に加え、AI、コーチング、デジタルマーケティン
グ、イノベーションに関する教育を通じて次世代リーダーを育成する。中長
期的な事業承継計画の策定、２０代世代の若手育成強化。
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４．次世代リーダーシップ力

人より働き、苦労をする従来型リーダーシップでなく、高い抽象度で革新的な

経営者マインドで組織を支えるリーダーシップを身に着ける

５．透明なコミュニケーションとガバナンスの確立

チャットシステム、グループウェアを活用し、社内外の関係者とオープンな対話を

重ね、承継プロセス全体、業務内容の透明性を高めるとともに、しっかりとしたガ

バナンス体制を整備する。

６．外部専門家やパートナー企業との連携強化

大学や企業アライアンスによる事業展開など、最新技術や経営手法を取り入

れることで、継続的で効率的な体制で革新を促進する。資本政策として、ファンド、

銀行との連携も活用

７．事業承継税制、その他事業承継の施策の活用

事業承継税制を活用し、相続税・贈与税の負担を軽減。行政の事業承継サポートの活用
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５．次世代経営指針の戦略マップ
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生産性・
社会貢献の
視点

実践の視点

計画性の視点

学習の視点
経営マインドの
リセット

多様な経営スキル
の習得

抽象度の高い
マインドセット

経営理念の再構築 事業計画
（事業承継計画）

CSV経営
次世代

リーダーシップ

企業連携

共有価値
の創造

事業承継税制
事業承継施策

高付加価値

GDPの増加



６．経営革新、円滑な事業承継のための政府支援（参考資料）

①中小企業等経営強化法（抜粋）

 経営力向上支援 経営力向上計画による税制優遇、融資制度ほか

 経営革新支援 経営革新計画による新商品や新技術の開発等の金融支援、販路開拓支援

 先端設備等導入制度による支援 先端設備等導入計画による資金調達支援、税制優遇

②事業承継税制（抜粋）

 ｢中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律｣に基づく事業承継優遇措置

 ⾮上場株式等、個人の事業用資産に係る贈与税・相続税の納税猶予制度

 ⾮上場株式等、個人の事業用資産に対する⺠法の特例

 日本政策金融公庫、保証協会等の融資支援
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③補助金、助成金の支援
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中小企業庁HPより



事業承継税制の制度概要
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事業承継税制の活用事例
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